
1｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

横浜市建築基準法施行細則 （昭和38年２月横浜市規則第13号） 新旧対照表 

 

旧 新 

（特定建築物の定期報告） 

第６条 法第12条第１項の規定により市長が指定する特定建築物（同項に規定する

特定建築物をいう。以下同じ。）は、次の表の(あ)の欄に掲げる用途に供する建築

物でそれぞれ同表の(い)の欄に掲げる要件に該当するものとする。 

 （あ） （い） 

(新

設) 

（新  設） （新  設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新

設) 

（新  設） （新  設） 

 

 

（特定建築物の定期報告） 

第６条 法第12条第１項の規定により市長が指定する特定建築物（同項に規定する

特定建築物をいう。以下同じ。）は、次の表の(あ)の欄に掲げる用途に応じ、それ

ぞれ同表の(い)の欄に掲げる要件に該当する建築物とする。 

 （あ） （い） 

(1) 法別表第１(い)欄(1)項に掲げる

用途（屋外観覧場を除く。） 

政令第14条の２第１号に掲げる建築

物で、次のいずれかに該当するもの

（避難階以外の階を法別表第１(い)

欄(1)項から(4)項までに掲げる用途

に供しないものを除く。） 

ア 地階又は３階以上の階を（あ）の

欄に掲げる用途に供するもの（地階

及び３階以上の階における当該用

途に供する部分の床面積の合計が

それぞれ100平方メートル以下のも

の（以下「特定規模建築物」という。）

を除く。） 

イ 劇場、映画館又は演芸場の用途に

供する建築物で、主階が１階にない

もの 

(2) 病院、診療所（患者の収容施設があ

るものに限る。）、ホテル又は旅館 

政令第14条の２第１号に掲げる建築

物で、地階又は３階以上の階を（あ）

の欄に掲げる用途に供するもの（避難
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(新

設) 

（新  設） 

※旧(2)は新(3)として新設 

（新  設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新

設） 

（新  設） （新  設） 

 

 

 

 

 

(新

設） 

（新  設） （新  設） 

 

 

階以外の階を法別表第１(い)欄(1)項

から(4)項までに掲げる用途に供しな

いもの又は特定規模建築物を除く。） 

(3) 児童福祉施設等（入所者のための

宿泊施設があるものに限り、定期

報告を要しない通常の火災時にお

いて避難上著しい支障が生ずるお

それの少ない建築物等を定める件

（平成28年国土交通省告示第240

号。以下「定期報告を要しない建築

物等を定める告示」という。）第１

第２項に掲げる高齢者、障害者等

の就寝の用に供する用途（以下「高

齢者、障害者等の就寝の用に供す

る用途」という。）を除く。） 

 

 

次のいずれかに該当するもの（避難階

以外の階を法別表第１(い)欄(1)項か 

ら(4)項までに掲げる用途に供しない 

ものを除く。） 

ア 法第６条第１項第１号又は政令

第14条の２第１号に掲げる建築物

で、地階又は３階以上の階を（あ）

の欄に掲げる用途に供するもの（特

定規模建築物を除く。） 

イ （あ）の欄に掲げる用途に供する

２階の部分の床面積の合計が300平

方メートル以上のもの 

(4) 高齢者、障害者等の就寝の用に供 

する用途 

政令第14条の２第１号に掲げる建築

物で、地階又は３階以上の階を（あ）

の欄に掲げる用途に供するもの（避難

階以外の階を法別表第１(い)欄(1)項

から(4)項までに掲げる用途に供しな

いもの又は特定規模建築物を除く。） 

(5) 法別表第１(い)欄(3)項に掲げる

用途（学校又は学校に附属する体

育館その他これに類するものを除

政令第14条の２第１号に掲げる建築

物で、３階以上の階を（あ）の欄に掲

げる用途に供するもの（避難階以外の



3｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 

 

 

(新

設） 

（新  設） （新  設） 

 

 

 

 

 

(1) 勝馬投票券発売所、場外車券売場

又は場外勝舟投票券発売所 

 

次のいずれかに該当するもの（避難

階以外の階を法別表第１(い)欄(1)項

から(4)項までに掲げる用途に供しな

いものを除く。） 

ア 地階又は３階以上の階をその用

途に供するもの（地階及び３階以

上の階における当該用途に供する

部分の床面積の合計がそれぞれ100

平方メートル以下のもの（以下

「特定規模建築物」という。）を除

く。） 

イ その用途に供する部分の床面積

の合計が3,000平方メートル以上で

あるもの 

ウ その用途に供する２階の部分の

床面積の合計が500平方メートル以

上のもの 

く。） 階を法別表第１(い)欄(1)項から(4)

項までに掲げる用途に供しないもの

又は特定規模建築物を除く。） 

(6) 法別表第１(い)欄(4)項に掲げる

用途 

政令第14条の２第１号に掲げる建築

物で、地階又は３階以上の階を（あ）

の欄に掲げる用途に供するもの（避難

階以外の階を法別表第１(い)欄(1)項

から(4)項までに掲げる用途に供しな

いもの又は特定規模建築物を除く。） 

(7) 勝馬投票券発売所、場外車券売場 

又は場外勝舟投票券発売所 

次のいずれかに該当するもの（避難階

以外の階を法別表第１(い)欄(1)項か

ら(4)項までに掲げる用途に供しない

ものを除く。） 

ア 法第６条第１項第１号又は政令

第14条の２第１号に掲げる建築物

で、地階又は３階以上の階を（あ）

の欄に掲げる用途に供するもの（特

定規模建築物を除く。） 

 

イ （あ）の欄に掲げる用途に供する

部分の床面積の合計が3,000平方メ

ートル以上のもの 

ウ （あ）の欄に掲げる用途に供する

２階の部分の床面積の合計が500平

方メートル以上のもの 
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(2) 

 

児童福祉施設等（入所者のための

宿泊施設を有するものに限り、定

期報告を要しない通常の火災時に

おいて避難上著しい支障が生ずる

おそれの少ない建築物等を定める

件（平成28年国土交通省告示第24 

0号。以下「定期報告を要しない

建築物等を定める告示」という。 

）第１第２項に掲げる高齢者、障

害者等の就寝の用に供する用途（ 

以下「高齢者、障害者等の就寝の

用に供する用途」という。）に供

する建築物を除く。） 

次のいずれかに該当するもの（避難

階以外の階を法別表第１(い)欄(1)項

から(4)項までに掲げる用途に供しな

いものを除く。） 

ア 地階又は３階以上の階をその用

途に供するもの（特定規模建築物

を除く。） 

イ その用途に供する２階の部分の

床面積の合計が300平方メートル以

上のもの 

(3) 個室ビデオ店等（条例第43条の２

に規定する個室ビデオ店等をい

う。以下同じ。） 

その用途に供する部分の床面積の合

計が100平方メートルを超えるもの 

 

 

 

(4) 次に掲げる用途及びこの表の(1)

から(3)までに掲げる用途のうち、

２以上の用途に供する建築物（定

期報告を要しない建築物等を定め

る告示第１第１項各号に掲げるも

の及びこの表の(1)から(3)までに

該当するものを除く。） 

ア 法別表第１(い)欄(1)項に掲

次のいずれかに該当するもの（避難階

以外の階を法別表第１(い)欄(1)項か

ら(4)項までに掲げる用途に供しない

ものを除く。） 

ア 地階又は３階以上の階をその用

途に供するもの（特定規模建築物を

除く。） 

 

(削

除) 

（削  除） 

※旧(2)は新(3)として新設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削  除） 

(8) 個室ビデオ店等 法第６条第１項第１号又は政令第14

条の２第１号に掲げる建築物に掲げ

る建築物で、（あ）の欄に掲げる用途に

供する部分の床面積の合計が100平方

メートルを超えるもの 

(9) この表の(1)の項から(8)の項まで

の（あ）の欄に掲げる用途のうち、

２以上の用途に供する建築物（定

期報告を要しない建築物等を定め

る告示第１第１項各号に掲げるも

の又はこの表の(1)の項から(8)の

項までに該当するものを除く。）に

係るこれらの用途 

次のいずれかに該当するもの（避難階

以外の階を法別表第１(い)欄(1)項か

ら(4)項までに掲げる用途に供しない

ものを除く。） 

ア 法第６条第１項第１号又は政令

第14条の２第１号に掲げる建築物

で、地階又は３階以上の階を（あ） 

 の欄に掲げる用途に供するもの（特
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げる用途（屋外観覧場を除く。） 

イ 病院、診療所（患者の収容施設

があるものに限る。）、ホテル又

は旅館 

ウ 高齢者、障害者等の就寝の用 

に供する用途 

エ 法別表第１(い)欄(3)項に掲

げる用途（学校又は学校に附属

する体育館その他これに類する

用途を除く。） 

オ 法別表第１(い)欄(4)項に掲

げる用途 

 

イ その用途に供する部分の床面積

の合計が3,000平方メートル以上で

あるもの 

ウ その用途に供する２階の部分の

床面積の合計が500平方メートル以

上のもの 

（第２項から第５項まで省略） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定規模建築物を除く。） 

イ （あ）の欄に掲げる用途に供する

部分の床面積の合計が3,000平方メ

ートル以上のもの 

ウ （あ）の欄に掲げる用途に供する 

２階の部分の床面積の合計が500平 

方メートル以上のもの 

（第２項から第５項まで省略） 

 
 

（耐火建築物等とすることを要しない下宿、共同住宅又は寄宿舎の用途に供する建

築物に関する基準） 

第20条の２ （第１号並びに第２号ア及びイ省略） 

 ウ 政令第129条の２の３第１項第１号ハ(2)に掲げる基準に適合していること。 

 

 

 

(3) ３階の各宿泊室等（各宿泊室等の階数が２以上であるものにあっては２階以下

の階の部分を含む。）の外壁の開口部及び当該各宿泊室等以外の部分に面する開

口部（外壁の開口部又は直接外気に開放された廊下、階段その他の通路に面する

開口部にあっては、当該開口部から90センチメートル未満の部分に当該各宿泊室

等以外の部分の開口部がないもの又は当該各宿泊室等以外の部分の開口部と50

（耐火建築物等とすることを要しない下宿、共同住宅又は寄宿舎の用途に供する建

築物に関する基準） 

第20条の２ （第１号並びに第２号ア及びイ省略） 

 ウ 建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政 

令（令和元年政令第30号）第１条の規定による改正前の政令（以下「旧政令」

という。）第129条の２の３第１項第１号ハ(2)に掲げる基準に適合しているこ

と。 

(3) ３階の各宿泊室等（各宿泊室等の階数が２以上であるものにあっては２階以下

の階の部分を含む。）の外壁の開口部及び当該各宿泊室等以外の部分に面する開口

部（外壁の開口部又は直接外気に開放された廊下、階段その他の通路に面する開

口部にあっては、当該開口部から90センチメートル未満の部分に当該各宿泊室等

以外の部分の開口部がないもの又は当該各宿泊室等以外の部分の開口部と50セン
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センチメートル以上突出したひさし等（ひさし、袖壁その他これらに類するもの

で、その構造が、政令第129条の２の３第１項第１号ハ(2)に規定する構造である

ものをいう。）で防火上有効に遮られているものを除く。）に法第２条第９号の２

ロに規定する防火設備が設けられていること。 

チメートル以上突出したひさし等（ひさし、袖壁その他これらに類するもので、

その構造が、旧政令第129条の２の３第１項第１号ハ(2)に規定する構造であるも

のをいう。）で防火上有効に遮られているものを除く。）に法第２条第９号の２ロ

に規定する防火設備が設けられていること。 

別表第１ 

                 申請書に添えるべき図書 

 

 

 

(ア) 
(イ) 

図書の種類 明示すべき事項 

（(1)の項から(13)の項まで省略） 

(14) 

 

条例第

16条の

規定が

適用さ

れる建

築物 

（省  略） 
（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） （省  略） 

 (省 略） （省  略） （省  略） 

(省  略） 

（省  略） （省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

耐火構造等の構造

詳細図 

主要構造部である壁、柱、床、

はり及び屋根の軒裏、政令第

129条の２の３第１項第１号

ハ(2)に規定するひさしその

他これに類するもの並びに防

火設備の断面の構造、材料の

種別及び寸法 

（省  略） 

（省  略） （省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

別表第１ 

申請書に添えるべき図書 

 

 

 

(ア) 
(イ) 

図書の種類 明示すべき事項 

（(1)の項から(13)の項まで省略）            

(14) 

 

 

条例第

16条の

規定が

適用さ

れる建

築物 

（省  略） 
（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） （省  略） 

  (省 略） （省  略） （省  略） 

(省  略） 

（省  略） （省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

耐火構造等の構造

詳細図 

主要構造部である壁、柱、床、

はり及び屋根の軒裏、旧政令

第129条の２の３第１項第１

号ハ(2)に規定するひさしそ

の他これに類するもの並びに

防火設備の断面の構造、材料

の種別及び寸法 

（省  略） 

（省  略） （省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 
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（省  略） （省  略） 

 (省 略） （省  略） （省  略） 

条例第16条第

２項（条例第23

条の４第２項

及び条例第49

条第２項にお

いて準用する

場合を含む。）

の規定が適用

される建築物 

各階平面図 （省  略） 

（省  略） 

政令第112条第12項に規定する

区画に用いる壁の構造 

（省  略） 

政令第112条第14項に規定する

準耐火構造の防火区画を貫通

する風道に設ける防火設備の

位置及び種別 

給水管、配電管その他の管と

政令第112条第14項に規定す

る準耐火構造の防火区画との

すき間を埋める材料の種別 

２面以上の断面図 政令第112条第14項に規定する

準耐火構造の防火区画を貫通

する風道に設ける防火設備の

位置及び種別 

給水管、配電管その他の管と

政令第112条第14項に規定する

準耐火構造の防火区画とのす

き間を埋める材料の種別 

（省  略） （省  略） 

（(15)の項から(75)の項まで省略） 

(76) 不 燃 化

推 進 条

例 第 ６

条 の 規

定 が 適

用 さ れ

る 建 築

物 

不燃化推進条

例第６条第１

項の規定が適

用される建築

物 

配置図 政令第136条の２第１号に規

定する隣地境界線等及び道路

中心線の位置 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 
（省  略） 

（省  略） 

（省  略） （省  略） 

 （省 略） （省  略） （省  略） 

条例第16条第

２項（条例第23

条の４第２項

及び条例第49

条第２項にお

いて準用する

場合を含む。）

の規定が適用

される建築物 

各階平面図 （省  略） 

（省  略） 

政令第112条第17項に規定する

区画に用いる壁の構造 

（省  略） 

政令第112条第19項に規定する

準耐火構造の防火区画を貫通

する風道に設ける防火設備の

位置及び種別 

給水管、配電管その他の管と

政令第112条第19項に規定す

る準耐火構造の防火区画との

すき間を埋める材料の種別 

２面以上の断面図 政令第112条第19項に規定する

準耐火構造の防火区画を貫通

する風道に設ける防火設備の

位置及び種別 

給水管、配電管その他の管と

政令第112条第19項に規定する

準耐火構造の防火区画とのす

き間を埋める材料の種別 

（省  略） （省  略） 

（(15)の項から(75)の項まで省略）             

(76) 不燃化

推進条

例第６

条の規

定が適

用され

る建築

物 

不燃化推進条

例第６条第１

項の規定が適

用される建築

物 

配置図 旧政令第136条の２第１号に

規定する隣地境界線等及び

道路中心線の位置 

（省  略） 

（省  略）  

（省  略） 

（省  略） 

（省  略） 
（省  略） 

（省  略） 



8｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

（備考省略） 

２面以上の立面図 （省  略） 

政令第136条の２第２号に規

定する開口部の面積 

（省  略） （省  略） 

 

(省  略）

（省  略） （省  略） 

 （省  略） （省  略） 

 （省  略） （省  略） 

(省  略） （省  略） （省  略） 

(省  略） （省  略） （省  略） 

（(77)の項から(81)の項まで省略） 

（備考省略） 

２面以上の立面図 （省  略） 

旧政令第136条の２第２号に

規定する開口部の面積 

（省  略） （省  略） 

 

(省  略） 

（省  略） （省  略） 

 （省  略） （省  略） 

 （省  略） （省  略） 

(省  略） （省  略） （省  略） 

(省  略） （省  略） （省  略） 

（(77)の項から(81)の項まで省略） 

 

 

 


